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Ⅰ　はじめに
　公有地の土地信託は，地方公共団体がその保有土地を信託銀行に信託し，信
託銀行が借入れを行って当該土地上に建物を建設し，当該建物のテナントから
の賃料等による収益によって借入金を返済していくものである。地価を押し上
げることなく民間の活力を用いて土地の有効活用を図るものとして着目され，
導入されたものであったが，その後の経済情勢の変化等により，当初の見通し
と大きく異なり，事業の収益による借入金返済が進まない事例が出ており，委
託者兼受益者（地方公共団体）と受託者（信託銀行）との間の訴訟に発展する
ケースも出ている。
　本稿で取り上げる判決（大阪地判平成25年3月7日判時2190号66頁，以下
本判決という）もその一つであるが，受益者が受益権の放棄の意思表示を行い，
受託者からの補償請求を免れることを主張した初めての事例である。土地信託
はほとんどが旧信託法時代に設定されており，旧信託法の適用を受ける。後に
詳述するとおり，現行信託法では受託者から受益者への補償請求権についての
規律が変更されており，それに対応して受益権放棄にかかる議論の意義も薄れ
たわけであるが，旧信託法においては受益権放棄の可否およびその効果につい
ては大きな論点であった。本判決はそれに対して初めて裁判所として判断した
ものである。
〔判例評釈〕
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Ⅱ　本判決の概要
１．事案
⑴　概要
　本件は，信託銀行である原告ら（信託契約締結以降，合併等により受託者は
変更したが，最終的にはりそな銀行，三井住友信託銀行，および三菱UFJ信
託銀行）が被告（大阪市）との間で，被告を委託者兼受益者，原告らを共同受
託者，大阪市港区所在の弁天町駅に隣接する被告所有の土地を信託財産として
締結した信託契約に関し，同信託契約の終了時に残存する債務を被告が承継す
ることの確認を求め（本件確認の訴え），信託事務の遂行のために負担した借
入金を原告らが自己の固有財産をもって弁済したとして，旧信託法36条2項本
文に基づき，受益者である被告に対し，負担した費用の補償を請求する（本件
給付の訴え）事案である。
　本判決は，本件確認の訴えは却下したが，本件給付の訴えについては全部認
容した。
⑵　土地信託契約締結の経緯
　被告はかねてより本件信託土地を含む弁天町地区を大阪市の副都心と位置付
け，同地区の開発について検討していたが，昭和61年に地方自治法が改正さ
れ，地方公共団体における普通財産である公有地の信託が可能になったこと等
から，本件信託土地につき，公有地信託を採用して開発することとし，昭和
61年12月に事業計画の提案競技を実施した。
　その結果原告らを共同受託者とすることに決定し，原告らは昭和62年11月
18日に本件土地信託の事業計画を提出した。
　昭和63年3月29日に，本件事業計画に基づいて，信託建物を建設し，これ
を管理運営することを目的とする土地信託契約が締結され，本件土地が信託さ
れた。信託期間は30年，事業のための借入れ限度額は650億円（後に850億円
に変更）であった。
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⑶　本件信託事業の推移
　原告らは，本件土地信託契約に基づき，建設資金を借り入れた上で，本件土
地上に本件信託建物（ORC（オーク）200）を建設し，平成5年3月20日にグ
ランドオープンさせた。ところが，その後予定より建設費が嵩み，分譲予定建
物が多数売れ残り，賃料相場も低く推移したため，本件信託事業の業績が悪化
した。
　そして，現在に至るまで，被告に対する信託配当は一切支払われておらず，
借入金の返済も目途が立たない状況が続いている。
⑷　受託者の固有財産からの借入金の弁済
　原告らは，本件信託契約に基づき，他の金融機関や原告らが受託者である他
の信託財産から建物建設資金等の本件信託事業を遂行するための費用を借入
れ，またそれらの借換え等によって多額の借入金債務を負っていたが，平成
21年以降，原告らの固有財産から借入金の一部を弁済するに至った。
　すなわち，訴外A銀行からの借入金については，平成21年1月にA銀行から
借換えに応ずることはできないとの意向が示されたために平成21年3月12日
に原告らの固有財産から161億円を弁済した。
　また，原告らの他の信託財産からの借入金については，本件土地信託財産か
ら借入金を弁済することは困難な状況あったこと等から，平成22年3月31日
以降，合計476億円を原告らの固有財産から弁済した。
⑸　受益権の放棄
　被告は，平成24年2月28日に市会の議決を経て，同年5月17日に，本件信
託契約における受益権を放棄するとの意思表示をした。
⑹　訴えの提起
　このような状況の下，原告らから本件確認の訴え（本件信託契約の終了時に
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残存する債務を被告が承継することの確認を求める）と，本件給付の訴え（信
託事務の遂行のために負担した借入金を原告らが自己の固有財産をもって弁済
したとして，旧信託法36条2項本文に基づき，受益者である被告に対し，負担
した費用の補償を請求する）がなされたものである。
２．争点
　争点となったのは以下の点である。
⑴　本件確認の訴えに適法性があるか。
⑵　本件確認の訴えが適法であったとしても，本件信託契約の終了時における
残債務に関する被告の承継義務の発生について停止条件の合意がなされた
か。
⑶　本件信託契約において，受益者に対する費用補償請求権を定めた旧信託法
36条2項本文の適用を排除する旨の合意がなされたか。
⑷　本件信託契約において，原告らに債務不履行があったか。（被告は，受託
者たる原告らには，①善管注意義務，②安定性，安全性に配慮した実現可能
な事業計画を策定する義務，③事業計画遂行義務，④事業計画の変更に際し
て負う義務，および⑤費用削減，抑制義務があるにもかかわらず，原告らは
これらの義務に反したと主張する）
⑸　受益権の放棄が許されるか。
３．本判決の内容
⑴　本件確認の訴えの適法性（争点（1）および（2））について
　本判決は，本件確認の訴えは，不適法だとした（争点（2）については特に
言及していない）。
　すなわち，本件信託契約終了時までに，原告らがどのような行為をし，その
結果としての借入金債務の残存額は確定していない。また，それらを補償請求
できるか否かも，原告らが現実になした信託財産の管理・処分の内容の検討な
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くしては判断できない。現時点において，本件確認の訴えについて判決をする
ことが原告の権利又は法律上の地位に対する危険ないし不安を除去するために
必要かつ適切であるとはいえないから，本件確認の訴えは訴えの利益を欠くも
のといわざるを得ない。
⑵　補償請求権排除合意（争点（3））について
　本判決は，本件信託契約においては，旧信託法の規律に従い，受益者に対す
る費用補償請求権を定めた旧信託法36条2項本文の適用があることが原告らお
よび被告の共通認識であったとして，補償請求権排除合意が成立していたとは
認められないとした。
①本判決は信託契約締結前に次の事実があったと認定した。
イ．公有地信託の導入に先立つ自治省の調査研究会の報告書（昭和61年1月
17日）において，信託財産の運用が当初の見通しと大きく異なった場合，
信託の終了に際し地方公共団体が債務を承継する可能性があることが明記
されていた。
ロ．公有地信託についての自治事務次官通知（昭和61年5月30日）におい
ても，公有地信託には旧信託法等の適用があることに留意する必要がある
旨明記されていた。
ハ．本件信託契約締結に先立つ被告の市会決算特別委員会（昭和61年11月
19日）において，信託期間満了時に赤字であった場合の質問があったの
に対して，被告の担当者は，万一債務が残る場合，制度上は受託者に過失
等がない限り，被告がその債務を負担することになる旨回答していた。
ニ．被告の担当者の作成した資料には，信託勘定に赤字が生じた場合，受益
者の負担になると記載された資料が添付されていた。 
②そうすると，本件信託契約において旧信託法36条2項本文の適用を排除しよ
うとするのであれば，そのための交渉が重ねられてしかるべきであるが，その
ような具体的協議はなされていない。
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③本件信託契約書（昭和63年3月29日）の契約文言を見ても，旧信託法36条
2項本文の適用を排除する趣旨の文言はない。むしろ，信託財産に属する金銭
が不足する場合や，信託終了時に借入金等の債務が残存する場合，原告らと被
告との間で，その処理方法について事前協議をすることを定めた条項は，残存
債務は最終的に被告がこれを負担することを前提に，その具体的な処理方法等
について事前協議を必要としたものと解することができる。
④信託契約締結後の，被告の市会特別委員会（昭和63年11月15日，平成10年
11月18日，および平成18年10月18日）において，被告市長や担当者が，信
託契約満了時に債務が残存する場合，被告が同債務を引き継ぐことになる旨答
弁しているほか，被告担当者が作成した論稿，および原告らに交付した文書に
おいても同様の記載がある。また，平成16年3月に原告らと被告との間で交わ
された覚書にも同じことが確認されている。
⑶　受託者の債務不履行（争点（4））について
　本判決は，被告の主張した受託者の義務違反はいずれも認めていない。
①分譲マンション及び分譲オフィスの売却等を含む本件事業計画を策定し，提
案したことが受託者の義務違反だという被告の主張については，以下の点か
ら，信託契約が締結された時期において，実現困難であるような問題のある事
業計画であったということはできない。
イ．本件事業計画は，有識者を構成員とする審査委員会において評価された
各案を前提として策定された。
ロ．被告は日本を代表する大規模地方公共団体であり，相当の知識と経験を
有していたというべきところ，本件事業計画に対して十分検討し，特段異
議を述べずに本件信託契約を締結した。
ハ．外部の第三者の評価報告書においても，本件事業計画は当時の状況に照
らして概ね妥当であったと評価された。
②分譲マンション及び分譲オフィスのさらなる高級化を図り，追加費用を伴う
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追加工事を行う旨の事業計画の変更をしたことについても，当時の状況におい
て，需要予測を誤り，不要な出費を増やす不相当な計画変更であったというこ
とはできない。
③分譲マンション及び分譲オフィスを事業計画どおりに売却できなかったこと
については，原告らは善管注意義務を負っているとはいえ，同義務は結果債務
ではなく，手段債務であり，義務違反があるということはできない。
④信託契約締結後，信託建物と各駅をつなぐスカイウェイを屋根付きにするな
どの事業計画の変更を行っているが，そもそも被告の要望に応じたものである
し，これによって雨天時等における駅から信託建物までの通行の便が増す等の
利点があって，信託建物の価値が増加すると推認できるから，原告らに義務違
反があったとはいえない。
⑤2期工事の工事費用増加については，工事費用の相場が高騰したことが主要
原因だと推認できるから，善管注意義務違反があったということはできない。
⑥平成5年以降の管理委託費につき，平成21年度の管理委託費程度まで削減抑
制すべきであったという点については，管理委託の内容は，当時の本件信託事
業の置かれた状況に照らして，検討されるべきものであり，各年度の管理委託
費の金額は，管理委託の内容や当時の管理委託費の相場等によって増減するも
のであるから，単に過去の管理委託費の金額が現在と比較して高額であったか
らといって，問題があったとはいえず，原告らに善管注意義務違反があったと
いうことはできない。
⑷　受益権放棄（争点（5））について
　本判決は，以下の理由を挙げて，被告は受益権放棄によって，原告らからの
費用補償義務を免れることはできないとした。
①本判決は大正7年からの旧信託法36条3項の立法過程を概観したうえで次の
ように述べている。
「以上の立法過程にかんがみると，旧信託法の起草者は，一貫して，受益の意
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思を有する受益者については，受託者からの費用補償請求を認めるのが相当で
あり，このような意思を有しない受益者については，利益であれ，損失であれ，
一方的に押し付けるのは相当でないとの観点から，受託者からの費用補償請求
を認めるべきではないという考えを有していたとみるべきである。そして，受
益者が受益の意思を表示しなくても，当然に信託の利益を享受する旨の規定と
の整合性の観点から，受益の意思表示を積極的要件として規定するのではな
く，受益をしない旨の意思表示，すなわち受益権の放棄を消極的要件として規
定したと解するのが相当である。
　そうすると，旧信託法36条3項は，受益者が，受益の意思がないにもかかわ
らず，同法7条の規定に基づき当然に信託の利益を享受し，また信託事業のリ
スクを負担することから解放し，保護するための規定であり，受益の意思を有
していた受益者が，事後的に，信託事業の経過等を検討した上で，受益権を放
棄して，信託事業のリスクを回避することまで想定した規定ではないというべ
きである。
　したがって，少なくとも，委託者と受益者が同一の信託すなわち自益信託に
ついては，信託契約当初から，委託者兼受益者が受益の意思を有していたこと
が明白であるから，旧信託法36条3項は適用されず，事後的に，同条項に基づ
き，受益権を放棄することは許されないというべきである。」
②さらに，本判決は仮に旧信託法36条3項が自益信託についても適用される場
合であっても，本件において受益権を放棄して費用補償義務を免れることは信
義則に反し，許されないとする。その理由として，本件については被告が本件
地区の開発を企図し，信託事業を推し進めてきたこと，原告らと被告の協議に
基づき信託事業が進められてきたこと，及び信託契約締結から十数年経過した
平成16年3月29日に覚書が締結され，信託期間終了時に残存債務を被告が承
継する旨を確認していることなどを挙げている。
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⑸　結論
　以上のとおり，本判決は本件給付の訴えに係る被告の抗弁を排斥し，原告ら
の費用補償請求を全部認容した。
Ⅲ　研究
１．はじめに
　本事案は，大阪市の公有地土地信託について，信託事務遂行のために負担し
た借入金を，信託銀行（受託者，原告ら）が自己の固有財産をもって弁済した
として，大阪市（委託者兼受益者，被告）に補償請求するものである。
　これに対して被告はおよそ三つの抗弁を行っている。第一に，本件において
は費用補償請求をしないという合意（旧信託法36条2項本文の適用を排除する
合意）がなされていたという抗弁，第二に，原告ら（受託者）には義務違反が
あったので，費用補償請求はできない（旧信託法38条により，義務違反による
損失の填補等をしないと受託者は補償請求できない）という抗弁，第三に，被
告（受益者）は受益権を放棄したので，旧信託法36条3項により，補償請求を
免れるという抗弁である。第一および第二の抗弁は他の土地信託に関する訴訟
でも主張されたことがあったが，第三の抗弁がなされたのは初めてであり，本
判決は，土地信託において受益権を放棄することにより，既に負担している借
入金の補償請求を免れるかという問題について，初めて判断したものである。
　以下，順をおって述べることとしたい。なお，本件確認の訴えについての検
討は省略する。
２．受益者に対する補償請求
⑴　費用補償請求をしない合意
　信託事務処理のために受託者が第三者から金銭を借入れた場合でも，その債
務は，あくまで受託者の債務であり，信託財産から弁済することができない場
合には受託者は固有財産から弁済しなければならない。その代りに受託者は支
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払った費用について，信託財産または受益者に対して補償請求できるというの
が旧信託法36条2項の規律である。
　土地信託において信託事務遂行のために借入れを行い，その債務は受託者が
負うことになるが，受託者がそれらを受託者の固有財産から弁済した場合は信
託財産および受益者に補償請求できるし，信託終了時に債務が残存した場合に
は受益者が債務を承継するという点は，土地信託のスキームでは基本的なもの
であった。公有地信託制度の創設に先立ち，昭和61年に取りまとめられた自
治省の研究会の報告書でも，信託財産の運用が当初見通しと大きく異なった場
合には信託終了に際し地方公共団体が債務を承継する可能性があることが明記
されている1。これを受けた自治事務次官通知においても，この点に留意をうな
がしている。さらに，それらを受けて地方公共団体の議会において野党から質
問がなされ，債務を承継する可能性があることを担当者が答弁している場合が
多い。
　最高裁判所は平成23年11月17日判決で，公有地土地信託において地方公共
団体が債務を承継する可能性があったことは共通認識であったとしている（最
一小平成23年11月17日金法1940号103頁）2。すなわち，兵庫県の土地信託に
ついて，受託者の受益者（兵庫県）に対する費用補償請求の可否が争われた
が，最高裁は自治省研究会報告書，自治事務次官通知，および兵庫県議会での
答弁などを挙げたうえで，「これらの事実に照らせば，公有地の信託といえど
も，旧信託法の規律に従い，受益者に対する費用補償請求権を定めた旧信託
法36条2項本文の適用があるのが原則であることが公有地信託に関わる共通認
識」であったとしている。そして，それを排除するための交渉があったとは伺
われないし，契約書にも排除する文言はなく，不足金が生じた場合の処理方法
1　可能性があるとしているのは受託者の義務違反があった場合を考慮してのものと考えられ
る。
2　この最高裁判決の解説として，沖野眞己「公有地信託における受託者の受益者に対する費
用補償請求の可否」金法1940号60頁以下。旧信託法における補償請求権についての議論も
詳しく解説されている。
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について，受託者と委託者兼受益者の協議事項としているのは，受託者が負担
した費用を受益者が負担する義務を負っていることを前提に，その具体的な処
理の方針等について協議する機会を設けるべきことを定めたものと解すること
ができるとしている。
　本判決についても同様の事実を認定し，さらに被告担当者が作成した論稿，
原告らに交付した文書，および平成16年に原告らと被告との間で交わされた
覚書においても残存債務は最終的に被告が負担することが確認されている点も
加えて，最高裁と同じく，原告らの費用補償請求権を認めている。妥当な判断
だと考える。
⑵　旧信託法における補償請求の規律
　しかし，そもそもこのような受益者に対する補償請求を認めることが立法論
として適当か否かは学説で論じられた点である。信託財産に対する補償請求が
認められるのは当然だとして，受益者に対する補償請求も認めるべきか否かで
ある。
　旧信託法36条2項は，イギリスの判例理論を継受するものといわれている。
これは，完全な行為能力者である受益者が信託の利益のすべてを享受する絶対
的な権利を有するときは，受託者は信託事務処理により，または信託財産に関
して負担した責任につき信託財産から補償を受け得ることはもとより，受益者
に対して補償請求権を有するとするものである。その基礎にあるのは，「信託
の全利益を享受する者はその負担をも負うべきである」という基本的な考え方
である3， 4。一方，アメリカ法では受託者と受益者との間で補償請求を認める旨
の個別の合意がない限り，受益者に対する補償請求は認められないのが判例法
3　Hardoon v. Belilios [1901]A.C.118. 同判決の詳細は，小山賢一「英国信託法における受益
者の補償義務」大阪経大論集60号95頁以下，能見善久『現代信託法』198頁注38（有斐閣，
2004年）。
4　ただ，イギリスでも現在は無限定に補償義務を認めるのではなく，一定の場合には否定さ
れている（能見・前掲注3・199頁，沖野・前掲注2・68頁）。
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である5。
　わが国における旧信託法36条2項の解釈としても，一部の類型において補償
請求は認められないという学説もある。
　家族目的に仕える贈与型の他益信託が例に出される場合が多いが，例えば，
四宮教授はこれについて，設定者の意思は受益者にマイナス財産を与える結果
を欲しないというべく，積極財産を超える費用をかけなければならないような
事態は，事実上存しないであろうから，受益者への補償請求は否定されるべき
だとされる6。しかし，このような設例はそもそも信託目的，信託設定の趣旨か
らして，多額の債務負担をすること自体が適当でないといえるのであり，実例
は生じないと思われるが，仮に生じたとしても受託者が債務負担をしたことに
ついて善管注意義務違反の問題として処理すれば足りるように思われる。
　能見教授は，受益者に対する補償請求権を認めることに合理性がある場合と
制限するのが適当な場合があり，「受託者が誰であるか（業者か個人か），受託
者の権限がどのようなものか（単なる管理か，より積極的な運営・投資を行う
のか），発生するリスク・責任の性質などを総合的に考慮して判断すべきであ
ろう」とする7。なお，これらの学説も，土地信託において補償請求が認められ
ることにはほとんど異論がなかった8。
　しかし，筆者は，信託目的や信託設定の趣旨から個々の事例毎に補償請求の
肯定・否定を総合判断するのは法的安定性がゆらぐ懸念があると考える。他人
5　第2次信託法リステイトメント249条。ただし，道垣内教授は，アメリカ法において否定さ
れているのは，受益者の補償義務が信託法理に内在しているという点にすぎず，具体的事案
では，受益者の補償義務が認められることが多いとしている（能見善久ほか「現代信託法の
展望」信託法研究24号77頁〔道垣内弘人〕）。
6　四宮和夫『信託法〔新版〕』318頁（有斐閣，1989年）。
7　能見・前掲注3・196頁。同趣旨として，佐藤教授は「信託目的から考えて，発生するリス
クをだれに負担させることが妥当であるかの判断」だとする （佐藤勤「費用補償請求権」金
判1324号4頁）。
8　能見・前掲注3・196頁，沖野・前掲注2・77頁など。ただし、樋口教授は受託者がリスク
をとるのが信託の本質だとして，反対する（樋口範雄「土地信託あるいは公有地信託とは何
か」NBL937号10頁以下）。
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のための事務処理という点で，信託と委任は共通するが，委任において委任者
は費用償還義務を免れない。旧信託法36条の補償請求は，委任の費用償還請
求（民法650条）と同一に考えるべきであろう9。旧信託法においては，受益権
放棄がなされる場合を別にすれば，受益者に対する補償請求は一律に肯定され
るべきだと考える10。
⑶　現行信託法における補償請求の規律
　そうした状況の中，現行信託法の制定にあたり，旧信託法の規律を引き継ぐ
べきかの検討がなされた。検討においては，信託は受益者のための財産の管理
処分の仕組みであるから，利益の帰属主体が損失の負担をするのが公平にかな
うと考えるか，それとも受託者が信託財産を運用する仕組みであり，受託者が
信託財産をコントロールしている点を重視するか等の意見対立があった。
　結論として，現行信託法は，受託者の受益者に対する補償請求権の定めを一
切設けず，ただ，受託者と受益者との間で受益者が費用等の償還や前払いをす
ることを個別に合意した場合に，受託者は受益者に対し合意内容に基づいた履
行をもとめることができる旨を確認する定めをおいた（信託法48条5項）。つ
まり，信託外での特約がある場合を除き，受益者に対する補償請求は認められ
ないことになった。
9　道垣内教授は信託法36条2項の受益者の補償義務を，民法650条と同趣旨の規定と見て，
その適用範囲を基本的に同一にしようとする（道垣内・前掲注5・78頁）。能見教授も費用
償還請求権の範囲については，信託と委任で異なるべき理由はないとされる（能見・前掲注
3・199頁）。
10　山田教授も，旧信託法36条2項本文の補償義務は委任の場合と同様，無制限の補償義務で
あると解している。そのうえで，自らの意思的関与のないまま受益者たる地位を取得する他
益信託にあっては，そのような無制限の補償義務を課すことが適当であるかは疑わしいけ
れども，信託法は，旧信託法36条2項の射程・適用範囲を限定する形ではなく，36条3項に
よる処理を予定しており，3項の受益権の放棄による免責の規定に基づく規律によることが
適切であるとする（山田誠一「いわゆる受託者の補償請求権」『創立20周年記念論文撰集』
102頁（トラスト60，2007年）（初出，関西信託法研究会『資産の管理運用制度と信託』（ト
ラスト60，2002年）。
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　立法論としては新旧いずれの考え方も成り立つものと考えるが，筆者が賛同
する改正理由は，受益権の内容に補償請求という債務の要素を組み込むことは
規定が複雑化するということである。すなわち，土地信託では受益権の譲渡は
実質上禁止されていたが，受益権譲渡を想定すると，受益者に補償義務がある
場合に譲渡人である旧受益者がどこまでの義務を負担するか，譲受人である新
受益者はどのような要件のもとどの範囲の義務を負担するかが問題となり，法
律関係が明確でなくなる。そこで補償義務を受益権として統合された1個の地
位の一部の問題とするのではなく，受益権から切り離してその外の個別合意の
問題とするというものである11。
　
３．原告らの義務違反
⑴　二つの観点
　旧信託法38条では，受託者の管理失当等により信託財産に損失が生じたと
きは，損失の填補を履行した後でなければ，36条の補償請求はできないとし
ている。本件訴訟において，被告はいくつかの点で受託者の義務違反があった
旨主張しているが，それらは大きく分けて二つに分けられる。第一に原告らが
事業計画を策定し，土地信託を提案したこと，第二に信託契約締結後の受託者
としての事務遂行である。
⑵　事業計画の提案者としての責任
　第一に，原告らが本件事業計画を提案したことの責任であるが12，本判決で
11　法制審議会信託法部会第15回会議（平成17年5月20日）議事録・同第17回（平成17年7
月1日）議事録。この考え方は補償義務を信託法理の外に出すという点で，道垣内教授の指
摘（道垣内・前掲注5）につながるものと思われる。
12　なお，事業計画の提案は原告らが受託者になる前のことであり，受託者の義務違反とはい
えない。しかし，仮に原告らの信託契約前の行為によって損失を被ったとして被告から原告
らへの損害賠償請求権が認められるならば，補償請求権との相殺もありうるので，この点に
は立ち入らない。
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はこれを認めていない。
　本判決では，被告が組織した有識者を構成員とする審査委員会で評価された
各案を前提として事業計画が策定されたものであること，被告は相当の知識と
経験を有しており，計画を充分検討したにも関わらず異議を述べなかったこ
と，および外部の第三者の評価書においても概ね妥当と評価されていることを
あげ，提案自体が問題のあるものとはいえないとしている。被告自体がかねて
より当該地区の再開発を検討していたこと，そのために提案競技の実施や審査
会による審査等の手順を踏んでいることも踏まえて判断したものであろう。
⑶　受託者としての義務違反
　第二の点については，信託事務の遂行において受託者の義務違反がなかった
か否かを個々にみていく必要がある。
　信託契約締結後受託者は事業計画に従い，事務処理を進めていくが，事業計
画の変更や，計画全体に影響を与える点については，原告らは被告と協議を行
うことになっている。したがって，本件訴訟でとりあげられた分譲マンション
等の高級化やスカイウェイを屋根付きにするための追加工事は協議の上行われ
たものである。
　ORC（オーク）200がグランドオープンした平成5年には既にバブルは崩壊
し，不動産価格は下落に転じており，このような開発事業については一般社会
においても，原告らの社内においても厳しい目を向けられていたと考えられ
る。したがって，原告らはかなり慎重に，被告と協議を重ねながら事務処理を
進めていたものと思われる。さらに言えば，原告らが複数（共同受託）であっ
たことも慎重な業務遂行を担保していたものと考えられる。こうしたことを考
慮すれば，信託契約締結後の原告らの事務処理について善管注意義務違反等の
受託者としての義務違反を認定することはかなり難しい。本件訴訟において被
告が主張したような内容では，義務違反が認められないのは当然のように思わ
れる。
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⑷　受託者の債務の手段債務性
　本判決では説示の中で，原告らの債務が結果債務ではなく，手段債務であ
り，結果として計画通りに進展しなかったからと言って義務違反ではないとし
ている。結果債務は当事者が明確に定められた結果の実現が確実であると約束
したものであり，手段債務は，結果を実現すべく努力することしか合意してい
ないものと区別されるが，信託における受託者の債務は典型的な手段債務であ
る13。例えば預金契約のように約束した利息を付けることを確約する契約もあ
るが，信託は善管注意義務を尽くして信託財産の管理処分を行うことを約束す
るものであり，その結果について約束するものではない。わが国の判例で，こ
の手段債務性に言及したのは初めてだと思われるが，信託受託者の債務を明確
化するものとして意義あるものだと考える。
４．受益権の放棄
⑴　受益権放棄がなされる場合
　旧信託法36条2項は信託事務処理に係る費用について受託者が受益者に対し
て補償請求することを認めるが，同条3項で受益者が受益権を放棄した場合は
この補償請求を認めないとしていた。土地信託は，信託財産で多額の債務を負
うことになる点で，従来のわが国の信託にはないものであったが，土地信託制
度の開発に伴い，この受益権放棄の規定の意義および射程範囲の検討がなされ
るようになった14。
　受益権放棄がなされる状況を確認しておくと，まず受託者の補償請求が認め
られる場合であり，受託者に義務違反がない場合である。さらに信託財産の価
値以上の補償請求がなされるのであるから放棄するのであり，信託財産が実質
13　結果債務と手段債務の区別の意義を論ずるものとして，森田宏樹「結果債務・手段債務の
区別の意義について」同『契約責任の帰責構造』（有斐閣，2002年，初出1993年）1頁以下。
信託受託者の債務の手段債務性について論ずるものとして，拙稿「自己執行義務と受託者の
責任」富大経済論集59巻1号（2013年）58頁以下。
14　北村恵美「信託財産に帰属する債務に関する一考察」信託法研究18号12頁以下。
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的に債務超過になっている場合である。つまり，受託者の義務違反がないにも
かかわらず，信託財産が債務超過になった場合に受益権放棄がなされる可能性
がある。このような場合に受益者は受益権放棄により，補償請求から免れると
すると，土地信託において不採算案件の最終リスクを受託者が負うことになっ
てしまうからである。
⑵　受益権放棄が認められる理由
　一般的な，受益権放棄の説明としては次のようなものである。信託契約の当
事者は委託者と受託者であり，両者の合意があれば信託契約は成立する。民法
では第三者のための契約については受益の意思表示を必要（民法537条2項）
としているが，信託については受益者の意思表示を必要とせず，信託契約を成
立させている（旧信託法7条）。そうすると，何らの意思表示もしていないに
も関わらず，受益者が受託者から補償請求されるのは不合理である。そこで，
受益者は受益権を放棄することにより，この補償請求を免れる（旧信託法36
条3項）。
　以上の説明からすると，二つの点が問題になりうる。第一は，委託者と受託
者の間で契約が成立し，受益者が契約に関与していないことが出発点になって
いるのであれば，それは他益信託にのみ妥当し，自益信託には妥当しないので
はないかという点である15。第二は一旦受益の意思表示をすれば，それ以降は
受益権の放棄はできないのではないかという点である。
⑶　受益権放棄が認められない場合
　第一の点については，補償請求や受益権放棄の議論が深化した近時の議論で
は，ほとんどの学説は少なくとも自益信託については受益権を放棄して補償請
15　新井教授は自益信託と他益信託を二つの理念型として区分し，それぞれの特性に応じた解
釈を考察すべきだとされる。旧信託法36条3項は他益信託に限って認められた規定であり，
自益信託には適用されないとする（新井誠『信託法〔第2版〕』65頁（有斐閣，2005年））。
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求を免れることを認めていない16。自益信託で受益権放棄をすれば，自ら信託
財産を拠出しておきながら，それを失うことになるが，既に債務超過になって
いる故に債務からも解放されることになる。自らの意思で信託を設定しておき
ながら，状況がよいときは受益をし，悪くなれば受益権を放棄して債務を免れ
るという，いわばオプション権が与えられるのは不合理ということである。
　さらに，他益信託の場合でも対価を支払って受益権を取得した場合のよう
に，受益者の意思に基づいて受益権が取得される場合は同じことがいえる。そ
れらを含めれば，受益者の意思的関与があった場合には，受益権を放棄して補
償請求を免れることができないというのが多数説であったと考えられる17。
⑷　受益権放棄の可能な時期と効果
　第二の点は，旧信託法36条3項が受益者となることの拒絶を認めたものなの
か，それとも受益者となった後も放棄を認めているものなのか，と言い換える
こともできる。後者とするなら既に発生している費用についての補償請求も免
れうるのかが問題になる。
　旧信託法36条3項については，立法過程からしても信託法7条と関連させて
おり，受益者となることの拒絶と考えていたと思われる18。しかし，民法では
共有持分権の放棄を認めており（民法255条），所有権の放棄が認められない
わけではない19。
　そこで，これについては受益権放棄の効果と関連させて二つに分けて考える
16　能見・前掲注3・207頁，沖野・前掲注2・85頁，中務嗣治郎「公有地信託における受益者
に対する費用補償請求権と受益権放棄」金法1940号94頁。道垣内教授は，（a）受益者が受
託者に対し受託者になることを依頼した，（b）受益者が信託設定者である，（c）受託者が信
託事務の執行につきコントロール権限を有しない，といった事情のある場合には，受益権放
棄は許されない。放棄を認めないことが条文の文言上困難な解釈だとするならば，これらの
場合は民法650条によって費用償還義務を負うとする（道垣内・前掲注5・79頁）。
17　北村・前掲注14・19頁，山田・前掲注10・103頁。
18　四宮・前掲注6・318頁。
19　能見・前掲注3・207頁。
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のが有力である。すなわち，受益者の意思的な関与があるまでは，受益者は受
益権を放棄して既に発生している補償請求権20も遡及的に免れることができる
（旧信託法36条3項の効果を得ることができる）。それに対して，意思的な関
与をした以降は，受益権放棄自体は可能であるけれども，それは権利放棄の一
般的な効力として将来的にのみ有効であり，既に発生した補償請求権を免れな
いとする考え方である21。筆者もこれを支持する。本件において被告は補償請
求を免れるために放棄の意思表示をしたのだから，前者が問題となる。
⑸　本判決での帰結
　本判決では，旧信託法36条3項の立法過程から，受益の意思を有しない受益
者については，利益であれ，損失であれ，一方的に押し付けるのは相当でない
との観点から，受託者からの費用補償請求を認めるべきではないとしたとし
て，少なくとも，自益信託については，信託契約当初から，委託者兼受益者が
受益の意思を有していたことが明白であるから，旧信託法36条3項は適用され
ず，事後的に，同条項に基づき，受益権を放棄することは許されないとしてい
る。上記のとおり，自益信託において受益権を放棄して補償請求を免れること
は認められないとする点は学説でもほぼ異論のないところであるから，事案の
解決としてはこれで充分である。
　さらに加えて，本件については被告が本件地区の開発を企図し，信託事業を
推し進めてきたこと，原告らと被告の協議に基づき信託事業が進められてきた
こと，及び信託契約締結から十数年経過した平成16年3月29日に覚書が締結
され，信託期間終了時に残存債務を被告が承継する旨を確認していることなど
を挙げて，受益権放棄を主張して費用補償義務を免れることは信義則上も許さ
20　何を持って既に発生したとみるかは問題であるが，既に債務負担がなされている場合に
は，立替払いを停止条件として，補償義務が発生していると考える（沖野・前掲注2・87頁）。
21　能見・前掲注3・207頁，北村・前掲注14・16頁，山田・前掲注10・103頁，沖野・前掲注2・
87頁，中務・前掲注16・94頁。
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れないとしている。自益信託であることだけで充分であるが，本件における諸
事情を考慮すれば，これも理由となりえよう。
⑹　現行信託法における意義
　現行信託法においては，前述のとおり，受益者に対する補償請求権は個別に
信託外の合意した場合を除き，認められなくなった（信託法48条5項）。した
がって，受益権を放棄することと補償請求を免れるか否かはリンクしなくなっ
たので，旧信託法時代の受益権放棄に関する議論は，重要性を失った。
　ただ，現行信託法99条では，受益者は受益権を放棄する旨の意思表示をす
ることができるが，信託行為の当事者である場合はできないとし，自益信託で
は受益権放棄ができないことを明確化している。また，この放棄は信託行為の
定めがされた当初から受益権を有していなかったものとみなされる（99条2項
本文）として，一般的な権利放棄（将来的な効力を有する）とは区別してい
る22。
Ⅳ　結び
　信託は極めて柔軟性の高い制度であり，現在の社会においては多様な使われ
方をしている。能見教授は信託には三つのモデル，すなわち，財産処分モデル，
契約モデル，および制度モデルがあるとする23。
　第一の財産処分モデルは，遺言信託や遺言代用の生前信託などのような英米
法における信託の原型である。第三の制度モデルは信託の設定が法人の設立と
近い機能を営むものである。一旦信託が設定されると委託者・受託者の意思は
信託目的や信託条項の中に客観化・制度化され，信託関係者の単なる合意でこ
れを変更することができなくなるもので，投資信託や資産流動化スキームが典
22　村松秀樹・富沢賢一郎・鈴木秀昭・三木原聡『概説新信託法』208頁（金融財政事情研究会，
2008年）。
23　能見・前掲注3・10頁。
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型とされる。
　これらに対して，第二の契約モデルは信託設定の段階で委託者と受託者が交
渉して，信託目的，信託財産の管理処分方法を合意するものであり，基本的に
契約と同じに考えてよいものである。土地信託はこの典型とされる。
　そして，本件で問題になった受益者への補償請求の問題は契約モデル特有の
問題と考えられる。なぜなら，財産処分モデルではそもそも信託財産で多額の
債務負担をする必要がないし，制度モデルでは受益者が多数であるがゆえに補
償請求は事実上困難で，債務は信託財産内でやりくりせざるをえない。ところ
が契約モデルでは委託者（兼受益者）と受託者の合意をベースにして信託事務
処理を進めていることから，同様の機能を営む委任の規定を参照して，信託財
産でまかなえない債務については受益者に補償請求することが自然な形になる。
　土地信託は，信託においてはじめて多額の債務を負担する仕組みを導入した
もので，それに伴い，信託事務処理において負担した債務についての補償請求
権にかかる理論も深化した。その中で特に問題となったのが，旧信託法36条3
項の受益権放棄によって受益者は補償請求を免れるという明文規定があったこ
とであった。協議によって信託事務処理を進めていながら，債務超過になった
からといって，途中で債務を免れるのは認めがたいからである。そこで，何ら
かの合理的な限定的解釈が要請されたわけである。
　本判決は受益権放棄が実際になされたが，それについて裁判所が初めて判断
したものであり，誠に貴重なものである。本事案は大阪市の行った有名な事業
であり，請求金額も併せて約640億円と巨額であるので，判決文も53頁と大部
である。本判決の受益権放棄にかかる見解もこれまでの学説を踏まえたもので
あり，補償請求権や受託者の義務に関する部分も含め，妥当であると考える。
旧信託法の適用を受ける公有地土地信託は未だ存在しているので，本判決の意
義は大きいと思われる。
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